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会派の（ 調査研究 ・研修）報告書

このことについて、下記のとおり実施したので報告します。

記

※ 自家用車又はレンタカーを使用した場合は、必ず自家用車・レンタカー使用報告書

を添付してください。

１ 調査研究または

研修実施日

令和 ７年 ８月 26日（火）～

令和 ７年 ８月 28日（木） ２泊 ３日

２ 調査研究または

研修の場所

8月 26日：登別市役所

公益財団法人アイヌ民族文化財団ウポポイ

8月 27日：有珠山ジオパーク事務所

３ 調査研究事項

または研修名

議会改革・主権者教育について（登別市役所）

多文化共生・多文化教育とアイヌ文化振興について（公益財団

法人ウポポイ）

防災・減災教育及び対策について（有珠山ジオパーク事務所）

４ 参加者氏名

（ １名）

大久保 昌代

原田 ひろこ

５ 調査研究または

研修の概要及び

感想等

別紙のとおり



（別 紙）

登別市議会
◆視察目的◆
登別市議会が進めてきた議会改革の取り組みや、次世代への主権者教育の実践事例を学び、

本市の議会運営や市民参加の推進に役立てることを目的として実施した。特に、議会基本条例

に基づく PDCAサイクルや市民サポーター制度、ICTの活用、議員や事務局職員の参画支
援、さらに学校教育や市民学習を通じた主権者教育に注目し、登別市議会の先進的な取り組み

を学ぶことを目的とした。

◆登別市概要◆
登別市は北海道南西部に位置し、面積 212.21平方キロメートル、令和 7年 1月末の人口は

43,559人で、昭和 58年のピーク時（59,481人）と比べ約 27％減少している。市名はアイヌ
語「ヌプルペッ（色の濃い川）」に由来し、昭和 45年に市制を施行した。
地理的特徴としては、南は太平洋に面し、東は白老町、北は壮瞥町、西は室蘭市・伊達市に接

する。支笏洞爺国立公園の中核に位置する。観光都市としてだけでなく、北海道内でも進んだ

重工業地帯である室蘭工業圏の一翼として発展してきた歴史がある。

◆視察内容◆
登別市議会は、早稲田大学の研究所が行う全国地方議会のランキングで、デジタル技術の活

用やオンライン出席・託児スペースの設置など幅広い市民参画の取り組みが評価され、全国 1
位に 3年連続で選ばれている。
市議会では、地方議会議員の任期が 4年であることを踏まえ、「人」が変わっても継続的か

つ論理的な議会活動を保障できる仕組みづくりに力を注いでいる。開かれた議会の実現と、多

様な人材が活躍できる環境づくりを柱として、若手や政治未経験者、女性など幅広い層が活動

できる仕組みを整え、議会の多様性確保を推進している。託児スペースも設けられていた。

新人議員教育についても、新人議員全員が JIAM新人研修への参加、先輩議員等による予
算決算関連等の研修などにより、議員力の底上げを図っていた。

また、ICTを積極的に活用した新しい議会運営にも先進的に取り組んでおり、オンライン
委員会やオンライン一般質問を導入し、子育てや介護など、議員が家庭の事情で参画が難しく

なる場面を支える仕組みを試行している。さらに、議会事務局職員の提案制度により、QRコ
ードを活用して傍聴者へ資料配布を行うなど、多様性のある議会は議員だけでつくるものでは

ないとの意識で議会改革が進められていた。

主権者教育の取組においては、積極的に取り組んでおり、平成 19年から毎年「議会フォー
ラム」を開催している。子ども議会やスクール型質疑方式、基調講演と意見交換方式など、工

夫を重ねて実施してきたとのことだった。子どもたちが社会を知り、社会に参加し、社会を変

える（られる）ことへの関心を呼び起こすよう工夫されていた。また、押しつけにならないこ

とを重要視し、教育の主体は学校や教育委員会であり、議会はその支援的な立場として関わる

ことが望ましいとしっかり立ち位置が整理されていた。こども向けの情報として、ホームペー

ジには「議会のあらまし」や「キッズページ」が設けられ、絵本やクイズを通じて子どもたち

が楽しく学べるよう工夫されていた。

◆所感◆
登別市議会の取組を拝見し、地方議会改革の先進的な実践として多くの示唆を得ることがで

きた。特に、議員の交代があっても継続的かつ論理的な議会運営を可能にする仕組みづくり

や、新人研修を体系的に行うことで議員力の底上げを図っている点は、議会の質の維持・向上

に直結する重要な取組であると感じた。

また、オンライン委員会や一般質問の導入、託児スペースの整備、事務局職員提案制度の活

用など、多様性を尊重する取組は、議会運営の柔軟性と開かれた性格を高めるものとして大変

参考になった。主権者教育に関しても、子どもたちが「社会を知る・参加する・変える」こと

に関心を持てるよう、多様な手法を組み合わせて実践している点が参考になった。学校や教育

委員会を主体とし、議会は支援的立場で関わるという明確な役割分担が整理されていること

は、本市で議論が進んでいる主権者教育の推進に大いに参考となるものであった。

今回の視察で得た知見は、本市における議会改革や主権者教育の取組をさらに充実させるう

えで貴重な示唆となり、今後、市民に開かれ、多様な人材が活躍できる議会づくりの実現に向



け、積極的に活かしてまいりたい。

登別市議会議長 千田文孝様

登別市議会運営委員長 今野幹大様

登別市議会事務局長 岡田正彦様

民族共生象徴空間ウポポイ
◆視察目的◆
東京都は人権課題として、女性、子ども、障がい者、同和問題、外国人など多岐にわたる課

題を挙げており、その中で「アイヌの人々の人権問題」を重要な項目の一つとして位置付けて

いる。こうした視点を踏まえ、今回の視察では、多文化共生・多文化教育の推進とアイヌ文化

振興の意義を学び、地域における人権尊重と共生社会の実現に向けた施策展開の参考とするこ

とを目的とした。

◆施設概要◆
ウポポイは、2020年 7月に北海道白老町に開設された国立の施設であり、正式名称は「民

族共生象徴空間」である。設立の背景には、2008年に日本政府がアイヌ民族を先住民族と公
式に認めたこと、そして 2019年に制定された、「アイヌの人々の誇りが尊重される社会を実
現するための施策の推進に関する法律」施行がある。同法は、アイヌの人々が誇りを持って生

活できる社会の実現と、国民全体の理解促進を基本理念に掲げており、ウポポイはその象徴的

拠点として整備された。

ウポポイとは、アイヌ語で「（大勢で）歌うこと」を意味し、アイヌ文化の精神や共同性を

表している。本年 8月 2日には開館５周年を迎え、記念式典も開催されている。
施設は、北海道南西部・白老町のポロト湖およびポロト自然休養林に隣接する約 10万㎡の

敷地に位置し、国立民族共生公園、慰霊施設、国立アイヌ民族博物館などで構成されている。

運営は（公財）アイヌ民族文化財団により行われており、アイヌ民族の歴史や文化を学び、次

世代へ伝えるナショナルセンターとしての役割を担っている。

◆視察内容及び所感◆
今回の視察を通じ、アイヌ民族が歴史的に受けてきた差別や偏見の深さを改めて認識した。

ウポポイを訪れる人々の中には、「アイヌ人に会いに来た」「アイヌの人はどの人」といった、

悪気のない一言や心ない言葉に傷つき、今もその影響を強く受けながら生活されている人々が

いることを知った。この事実は、単なる過去の歴史の問題ではなく、現在の社会における人権

意識の根深さを示しており、私自身、差別や偏見の連鎖を断ち切るための社会教育の重要性を

強く感じた。

国立アイヌ民族博物館では、アイヌの衣食住や伝統工芸、言語（2009年ユネスコによって
消滅の危機にある言語と位置付けられている）、祭りや家庭での行事などで踊られる古式舞

踊、音楽、自然との共生の精神に至るまで、多角的に文化を学ぶことができた。展示解説で

は、樹皮や木材を使った生活用品、独特の文様によるアツシの刺繍、動物や魚の皮、木や草の

繊維や交易で手に入れた絹や木綿などを使った衣服、彫刻などの工芸品、狩猟や漁労の道具の

実物を通じて、自然と調和した生活の知恵や、共同体での生活の中で培われた価値観などを詳

しく説明を受けた。言語や伝統歌の紹介からは、文化の継承の難しさと同時に、歌のリズムや

踊りの動作一つひとつに意味があり、単なる娯楽ではなく共同体の精神や自然観を表現してお



り、精神的な結びつきの強さも深く感じ取れた。展示を体験する中で、アイヌ文化が過去の遺

産ではなく、現在に生きる文化として息づいていることを実感し、知識の習得だけでなく、文

化に共感する感覚を伴った学びとなった。

この視察を通じて、人権課題や文化継承の重要性、多文化共生社会における教育の意義を深

く考える機会となった。文化や歴史への理解を通じて、人々の尊厳を守ることの社会的価値の

大きさを実感した。

◆今後の取組◆
本市においても、多文化共生や人権尊重は大切な課題である。今回の視察を通して学んだこ

とは、特定の民族理解にとどまらず、社会全体で多様性を尊重し、共に生きていくことの大切

さを改めて考えるきっかけとなった。

学校教育の場では、すでにアイヌ文化を取り上げている事例もありますが、子どもたちがよ

り身近に文化に触れられる機会を増やしていくことが望ましいと考える。また、市民学習の場

において、アイヌの伝統歌や舞踊などを身近で鑑賞したり体験したりできるようなプログラム

を開催することで、幅広い世代が文化に親しみ、多文化共生への理解を深めることにつなが

る。

文化の継承と人権の尊重を両立させた取り組みを進めることは、誰もが安心して暮らせる地

域社会の実現につながるため、本視察で得た学びを、本市の人権施策や多文化共生施策の具体

的な取り組みに活かすための具体的な提案をしたい。

結びに今回の視察に際しご対応くださった方々に心より感謝申し上げたい。

備考）

東京都の人権課題 6 ⃣アイヌの人々の人権問題
アイヌの人々への差別日本国憲法では、すべての国民は個人として尊重され、また、差別さ

れないとしています。しかし、アイヌの人々は、これまで就職や結婚などにおいて様々な差別

を受けてきました。

北海道を中心とした地域に古くから住んでいるアイヌの人々は、自然の豊かな恵みを受けて

独自の生活と文化を築き上げてきました。

しかし、次第に独自の生活様式や文化は侵害されるようになり、特に明治以降は、狩猟を禁

止され、土地を奪われ、教育の場などでアイヌ語の使用が禁じられ、日本語を使うことを強制

されるなどの同化政策が進められました。アイヌの人々は、生活の基盤や独自の文化を失い、

いわれのない差別の中で貧困にあえいできました。

アイヌの人々に対する誤った認識などから、今なお差別や偏見は残されています。

（東京都総務局人権部東京都の人権課題 より抜粋

https://www.soumu.metro.tokyo.lg.jp/10jinken/minna）

公益財団法人アイヌ民族文化財団民族共生象徴空間運営本部総務課長 中田智雄様

公益財団法人アイヌ民族文化財団民族共生象徴空間運営本部国立アイヌ民族博物館

有珠山ジオパーク
◆視察目的◆
有珠山ジオパークは、火山活動と人々の共生をテーマに、自然災害を教訓とした地域づくり



や観光振興を進めている地域である。今回の視察は、防災教育やジオツーリズムによる地域活

性化の実践事例を学び、あきる野市における防災啓発や観光振興、地域資源の活用施策に生か

すことを目的として実施したものである。

◆施設概要◆
地域資源を活用した観光振興や防災教育の推進に資することを目的として、有珠山ジオパー

ク（北海道）を視察した。はじめに、「ジオパークの理念」および「洞爺湖有珠山ジオパーク

の特徴」について、運営協議会の加賀谷氏よりレクチャーを受けた。ジオパークの活動が、地

域の自然・歴史・文化を学ぶ教育の場であり、地域住民の参画によって継続的に発展している

ことを学んだ。

その後、火山科学館を訪問し、有珠山噴火シアターで火山の成り立ちや噴火の記録を鑑賞し

た。

さらに、2000年、噴火により発生した泥流被災地を保存・公開している災害遺構を見学し、
自然災害の脅威と教訓を後世に伝える現場を確認した。

◆視察内容及び所感◆
今回の視察先の有珠山は 20～30年周期で噴火を繰り返す活火山であり、地域は幾度もの災

害を経験してきた。洞爺湖有珠山ジオパークでは、その教訓を「地域の知恵」として共有し、

観光・教育・防災を一体的に進める取り組みが行われている。

まず受けたレクチャーでは、ジオパークの基本理念として「大地の遺産を保全し、学び、活

かす」ことが示され、地域住民が主役となって運営している点が印象的だった。行政、専門

家、住民が連携し、災害を「負の遺産」ではなく「学びと観光の資源」として再生している姿

勢は極めて先進的である。

火山科学館では、過去の噴火の記録や被災時の映像を通して、自然の猛威と防災意識の重要

性を改めて認識した。特に「有珠山噴火シアター」では、噴火の様子や被害の状況が臨場感を

もって再現され、地域の方々の冷静な対応と日頃の防災教育の成果がうかがえた。

続いて訪れた災害遺構では、泥流に埋没した団地や、沐浴施設などが当時のまま保存され、

自然の力の大きさを実感した。単なる観光地としてではなく、「学びの場」としての位置づけ

が徹底されており、訪れる人々に防災の意識を深めさせる構成となっていた。

今回の視察を通じて、自然と共生し、災害を地域の歴史として受け継ぐ姿勢に深い感銘を受

けた。あきる野市においても、防災教育や地域資源の活用における多様な可能性を感じる貴重

な機会となった。

◆今後の取組◆
本視察で得た学びを踏まえ、火山と共生する地域の知恵や防災教育の重要性を改めて認識し

た。あきる野市においても、富士山噴火時には降灰の影響が予想されており、交通障害や上下

水道、農作物などへの被害が懸念されている。このような事態に備えるためには、行政と市民

が一体となり、火山防災への理解を深め、平時からの備えを強化することが求められる。今後

は、学校教育や地域学習の場を通じた防災意識の向上に加え、「防災を学びと地域の魅力づく

りに結びつける取組み」を進めていく必要がある。まず、市内における自然災害の記録や復旧

の過程を、次世代への教育資源として整理・活用することが考えられる。さらに、自然や歴史

を活かしたエコツーリズム・ジオツーリズム的な視点を取り入れ、観光振興と防災意識の向上

を両立させる地域づくりを検討していきたい。

加賀谷にれ氏

・洞爺湖有珠山ジオパーク推進協議会事務局次長

・神奈川県厚木市出身、多摩美大卒

・2009年 4月よりジオパーク担当（17年目）

同 8月、世界ジオパーク認定審査対応

・以後 4回の再認定審査を対応

・洞爺湖有珠火山マイスター（2010～）

・ユネスコジオパーク審査員（2016～）



【火山科学館】

【館内展示品・被災した軽トラック】

【災害遺構 泥流に埋まった公営入浴施設】

【災害遺構 泥流に埋まった団地】


